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産業連関表から見た埼玉県経済

























































































































































　　　　　　ｌｎ s 1＋ｌｎ（１＋ｒs 1）
　　　　　　　　　……昭和50年～平成６年
　ｌｎＹｓ＝













　　　　　　ｌｎ a 1＋ｌｎ（１＋ｒa 1）
　　　　　　　　　……昭和50年～平成７年
　ｌｎＹａ＝









埼玉県（Ｓ50～Ｈ06） 15.54 0.075　 　 7.81％　　
　　　（Ｈ07～　　） 16.98 --0.028　 　 -2.73％　　
全県計（Ｓ50～Ｈ07） 18.73 0.057　 　 5.85％　　
　　　（Ｈ08～　　） 19.83 -0.013　 　 -1.30％　　
表₃　スイッチングをした自然対数モデルによる埼玉県経済と全県計のパラメーター比較
定数項 1＋r の自然対数値 平均成長率
埼玉県 15.75 0.050 5.13％
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産業連関表から見た埼玉県経済
でいた。自然減については、秋田県内に雇用
の場所がなく、企業誘致を活性化することが
喫緊の課題であった。そこで、どうした部門
の職場を誘致すると経済にとって効果的であ
るか、について、考察した。
　そこで、効率的な産業部門を見出すために、
ある図表を作成した。それは、県内の産業部
門を中間投入率と移輸入率を用いて２次元平
面にマップ化し、そこから問題のある（経済
波及が県内に留まらず、県外に流出してしま
う）産業部門を取り上げる方法である。
　まず、横軸に中間投入率、縦軸に移輸入率
をとって、34の産業部門を散布図を作成する。
これが図２である。
　中間投入率が高い産業は生産波及効果を及
ぼしやすい、いわば強力で効率的な産業であ
る。移輸入がなければ、この波及効果はすべ
て県内の生産活動の増加に向かうことになる。
しかしながら、移輸入率が高くなると、この
波及効果の多くが県外あるいは海外に漏出し
てしまうことになる。したがって、２次元平
面上に作成されたマップのうち、それぞれの
平均値（平均中間投入率と平均移輸入率）で
分割された４つの象現（four quadrants）の
うち、第Ⅰ象現に入る部門は中間投入率が高
く、同時に移輸入率も高い産業部門である。
この象現に入る産業部門は、中間投入率が高
いものの、移輸入率も高いため、その波及効
果が県外に流出してしまう部門である。ここ
には19の産業部門が存在している。
　そこで、この19部門の中から影響力係数が
１を下回る産業部門を取り上げれば、それが
問題のある産業部門であることがわかる。こ
れに該当する産業部門を取り上げると、
04　繊維製品
07　石油・石炭製品
09　鉄鋼
10　非鉄金属
11　金属製品
16　輸送機械
17　精密機械
25　運輸
34　分類不明
したがって、埼玉県内に経済波及効果を及ぼ
したい場合には、上記の産業部門の移輸入を
抑制するようすればよい。すなわち、上記の
産業部門の川下となる産業を県内に誘致する
などして、経済振興策がより効率的に運用さ
れる必要がある。
おわりに
　1990年頃から始まったバブル経済の崩壊と
その対応に追われ、日本経済は現在も長い景
気低迷にあえいでいる。20年以上もの時間を
経てもなお、日本経済は景気低迷の出口を探
しあぐねている。さらに、日本政府は自由競
争促進のもと、TPP加盟に向けての準備をし
ているようにも見える。国際競争や自由競争
は、確かに国民の厚生を高める側面もあるも
のの、まずは国家や地方市民の雇用の確保が
図られなければならない。労働の移動が完全
に自由ではないことからも、政策的・意図的
に雇用を増やし、国民の経済価値を高めるこ
とが優先の課題である。そうしたことは、国
際的な自由競争とは相いれない面もあること
を理解する必要があろう。
　国家レベルでの、そしてまた地方レベルで
の雇用の確保や経済価値の創出に、産業連関
分析はたいへん有用である。本稿で取り上げ
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なかった観点についても、産業連関表は有効
な解決策を提供してくれよう。
注釈
１）「県内総生産（名目）」と「県内総支出（実質）」
の数値は、名目と実質の違いがあるものの、両者
に大きな相違が存在しているため、「県民所得」を
用いた。
２）「県民経済計算」は、昭和50年から平成11年ま
でが68ＳＮＡ体系、平成２年から14年までが93Ｓ
ＮＡ体系で集計されている。できる限り長い統計
が必要であったため、昭和50年から平成元年まで
を68ＳＮＡ統計、平成２年から14年までを93ＳＮ
Ａ統計で集計したものを連結して用いた。68ＳＮ
Ａ体系では平成９年、93ＳＮＡ体系では７年で
ピークに達しており、ややずれが生じているが、
平成２年近辺のデータについてみると、両体系で
上昇傾向にあるため、93ＳＮＡ体系のデータを多
く採用した。
３）全県計のデータでは、平成８年以外にも、３年
と12年にもピークを迎えているが、８年で前後で
最大のピークをヒットしており、３年と12年の
ピークは、それぞれ上昇過局面と下降局面の動き
の１つと考えてよいと思われる。
参考文献
埼玉県総務部統計課経済分析担当（編集・発行）『平
成17年（2005年）埼玉県産業連関表』平成22年
３月発行
同『産業連関表利用の手引き　平成17年（2005年）
埼玉県産業連関表』平成22年３月発行
総務省統計局（監修）『新版　日本長期統計総覧　
第１巻』日本統計協会、平成18年３月発行
広瀬　明 ｢産業連関表からみた秋田県経済　－東北
６県の比較から－｣ 秋田経済法科大学経済研究
所（編集・発行）『地域研究　第３号』pp.25-
37、1992年３月発行
